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研究成果の概要（和文）： 本研究ではトヨタ、日産などのブランドメーカーから生産委託をおこなう受託生産メーカ
ーを対象にその歴史的存在意義や組織能力の構築過程、日本自動車産業の発展に貢献してきたのかを明らかにした。歴
史的には1960年代のモータリゼーションが進展する中、ブランドメーカーの淘汰とともにブランドメーカーの生産能力
不足を背景に委託生産メーカーの存在意義が拡大した。またトヨタでは自社グループのアセンブラー間の品質コスト競
争により車種移管がおこなわれ、委託生産メーカーの組織能力はこの競争関係の中で向上した。他社では自社グループ
でのアセンブラー競争関係は徹底されず、受託生産メーカーの組織能力の向上に限界性が存在した。

研究成果の概要（英文）： The focus of our research was on automobile contract manufacturers that are recei
ving orders from brand manufacturers like Toyota or Nissan for manufacturing cars, and that are conducting
 production under their control on their premises. Focusing specifically on the importance of these contra
ct manufactures from a historical perspective as well as on the process of organizational capability forma
tion, we pointed out what impact these contract manufacturers had on the development of the Japanese autom
obile industry.
 In the case of Toyota, the company practiced a system of transfer of control over certain models on the b
asis of a fierce cost-quality competition between final car assemblers. So, by making use of inter-company
 competition amongst Toyota car assemblers, Toyota succeeded in increasing the organizational capabilities
 of these contract manufacturers. In the case of other assemblers,  into which the contract manufacturer w
ere integrated, was not that firmly established 
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１．研究開始当初の背景 
(1)わが国の自動車産業研究は、ブランドメー
カー主体の研究に傾注し、元来、ブランドメ
ーカーの生産能力ほか補完的機能を果たし
てきた受託メーカーについてほとんど触れ
られることなく、研究対象として注目されて
こなかった。そのため、受託生産に関する研
究は極めて少ない。もっぱらトヨタ自動車の
ケースを中心に生産システムの解明が進む
中で、間接的に論じられてきた傾向にある。
そのため、受託メーカーについては総合かつ
包括的な研究レベルには至っていない。 
(2)先駆的研究では、ブランドメーカーの生産
的な管理的調整の実態や構造・機能の解明に
焦点が当てられており、延岡健太郎(1996)『マ
ルチプロジェクト戦略』有斐閣では、プロジ
ェクト重視管理からマルチプロジェクト重
視管理への重要性を説き、複数プロジェクト
間関係に着目した分析が進められ、生産・開
発の両面から一歩踏み込んだ研究がおこな
われた。また、田鑫(2009) 「日本マザー工場
の生産調整バファー機能―トヨタ自動車グ
ローバルリンク生産体制に対する考察―」
『世界経済評論』では、受託メーカーの視点
から機能的進化とグループ内での役割変化
を追究するなど新視角を持ち込んだ研究が
ある。 
(3)これまでの研究蓄積からは受託メーカー
はブランドメーカーとの関係性においては
やや受動的立場からのアプローチに傾注し
ている。その一因として受託メーカーの機能
や構造等の実態把握が手薄であったこと、ま
た歴史的評価にかかわる研究がされてこな
かった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、ブランドメーカーの受託生産をお
こなっている自動車メーカーの進化・変容に
ついて研究をおこなう。受託生産メーカーに
依存するブランドメーカーは、日本のみなら
ず海外にも及んでいる。主要ブランドメーカ
ーと受託メーカーとの関係性を歴史的視角
から分析をおこなうとともに、対象を国内外
にも求め、部品購買・供給システムや取引関
係、機能的変化の動向と展望を明らかにする。
学術研究面ではグローバル化時代における
受託メーカーの存在意義ならびにブランド
メーカーとの関係性を解明し、産業界に対し
ては、モノづくりの変革提言を目的とする。 
(1)国内受託メーカーの受託生産に至った経
緯、その発展プロセスを明らかにする。より
具体的には主要な受託メーカーの資料収集
やヒヤリング調査をおこない、生成と発展プ
ロセスの類型化をおこなうと同時に、日本自
動車産業における受託生産の特徴や意義を
明らかにする。 
(2)受託メーカーの表層的な事象にとらわれ
ず、組織能力の変化に着目し、マルチプロジ
ェクト管理の観点から開発から生産、流通に
至る流れの中での戦略的な調整過程や、生産

機能の高度化のための技術移転の実態と仕
組みを明らかにする。 
(3)ブランドメーカーと受託メーカーとの企
業間取引関係の実態と構造を部品・資材調達
や権利獲得に焦点をあて、戦略的側面や実際
の調整過程について明らかにする。ここでは、
生産効率や開発効率などの戦略的観点から
の集権と分権とのコンフリクトを抽出する。 
(4)自動車産業のグローバル化の観点から、海
外受託メーカーの動向と実態に焦点をあて、
日本受託メーカーとの相違点、戦略的方向性
の整理、機能と構造の進化のあり方をまとめ
る。ケーススタディとして韓国トンヒオート、
カナダのマグナインターナショナルグルー
プ、台湾の裕隆汽車などを当面、研究対象と
する。 
 
３．研究の方法 
(1)歴史研究を含むため、社史をはじめとす
る文献資料の収集の内容整理とインタビュ
ー調査をおこなう。 
(2)海外受託メーカーの実態調査や日本受託
メーカーの海外技術支援実態の解明のため、
タイ、中国、韓国、台湾ほか欧州での現地調
査をおこなう。 
(3)社史等の文献研究や現地調査で収集した
データをもとに分析を行い、調査報告書、論
文をまとめる。 
(4)国内および海外での学会で研究成果を随
時発表する。 
(5)必要におうじて研究協力者を加え、研究
会や研究調査において協力してもらう。 
 
４．研究成果 
(1) 国内研究調査及び国内外企業調査を重
点的におこなった。 
第一に、国内の委託生産メーカーや業界団体
等に対して総計 20 箇所への集中的なインタ
ビュー調査及び資料収集をおこなった。委託
生産メーカーとしては岐阜車体工業、トヨタ
車体、関東自動車工業、セントラル自動車、
八千代工業、現代自動車等があげられ、委託
生産メーカーとの取引関係性からトヨタ自
動車、日産自動車やホンダエンジニアを中心
に調査をおこなった。また今年度の調査にお
いては系列系の委託生産メーカーに限定せ
ず、極東開発工業等の独立系の委託生産メー
カーについても精力的な調査をおこなった。 
第二に、国内調査と併行して海外調査もおこ
ない、台湾、中国、韓国、欧州での企業調査、
インタビュー調査、資料収集をおこなった。
中国では広州本田汽車有限公司の自主ブラ
ンド車「理念」の実態調査、台湾では日産自
動車の受託生産として定評のある裕隆汽車
の自主開発・自主ブランド車の開発動向やサ
プライヤー関係の実態把握、また現代自動車
等の受託生産をおこなう韓国トンヒオート
の事例分析、マグナシュタイヤーにおける欧
州でのBMW等の受託生産の実態と変化等をあ
る程度、明らかにできた。 



第三に、委託生産メーカーの海外進出動向に
も着眼し、トヨタ車体のタイ進出事例、八千
代工業の中国進出事例を現地調査を踏まえ
た上で国内事業との対比、またその連続性の
観点からその実態と現状をある程度明らか
にすることができた。 
(2)何故日本で委託生産/委託開発比率が高
くなったのか｡それは一方で、国内販売台数
や輸出台数の急激な拡大に対して、経営資源
(技術者,技能労働者,生産設備,資金等)の蓄
積が未だ小さかった自動車メーカーの能力
拡充が追いつかず､メーカー本体以外(関係
会社や提携企業等)に車両生産や車体開発を
外注化せざるを得なかった故である｡他方､
委託生産/委託開発を引き受ける側において
組立生産や車体開発を行うための基本的能
力が存在していたことを意味している。すわ
なちトヨタは車両生産の委託を行う際には
慎重な検討を行った後に委託生産企業を選
定している。加えて 1960 年代後半にトヨタ
＝日野提携，トヨタ＝ダイハツ提携などの自
動車メーカー間の提携がなされたが,そうし
た提携企業先で委託生産が行われたことも
委託生産比率が高くなった一つの要因であ
る。なお提携企業でトヨタ車の委託生産が行
われた、提携企業側の理由は、自社ブランド
車の販売が伸びずに生産設備と人員が過剰
となっており、その過剰を埋め合わせるため
であった。 
(3) 自動車メーカーの経営資源が豊かにな
り、外部委託分を内製へと取り戻すことが可
能となった時点以降も、トヨタの内部資源の
みに頼ることなく、そうした外部（委託生産
企業）の資源を有効活用し、委託生産/委託
開発が続けられたことに注目しなければな
らない｡ではそれが続けられた理由は何か。
それはそうした委託生産/委託開発方式を自
動車メーカーが積極的に活用する仕組みを
取り入れていてき、その結果として委託生
産･開発システムに競争優位が築かれたから
である｡言い換えると自動車メーカーが自ら
の経営資源が豊かになった後にも外部での
委託生産/委託開発方式を自らの競争優位へ
結びつけていく戦略を選択した。 
(4)) ブランドメーカーの委託生産をおこな
う受託メーカーには、国内外問わず 2つのタ
イプがある。１つは独立系メーカーであり、
ブランドメーカーとの資本人的関係を持た
ず、どのグループに属さない自動車メーカー
である。2 つは、ブランドメーカーと資本人
的関係を有し、グループに所属する特定のブ
ランドメーカーの委託生産を専属でおこな
う専属系の自動車メーカーである。また近年
の傾向として専属系の委託生産メーカーが
ブランドメーカーの資本出資引き上げによ
り、子会社化(100%子会社化含む)する傾向が
みられる。日本ではこれが 2000 年代に顕著
に観測された。歴史的には図１にみるように
独立系、専属系、子会社の存立形態がみられ
る。 

(5) 2000 年代に入り、日本自動車産業界では
委託生産メーカーの再編が加速した。主たる
方向性は委託生産メーカーのブランドメー
カーへのグループ化であり、子会社化である。 
日本の自動車産業では国内市場の縮小化に
ともない、明らかに過剰な生産能力の整理統
合が再編という形でおこなわれたのである。 
例えば、トヨタ系では 2007 年、岐阜車体工
業がトヨタ車体の完全子会社となり、翌年
2008 年にはセントラル自動車がトヨタの完
全子会社となった。また 2012 年には関東自
動車工業、トヨタ自動車東北、セントラル自
動車の 3社統合がおこなわれ、新たにトヨタ
自動車東日本が設立された。日産系では 2001
年に愛知機械工業が日産の完全子会社とな
り、三菱自動車系では 2003 年にパジェロ製
造株式会社が三菱自動車工業の完全子会社
となり、ホンダ系では 2006 年に八千代工業
四日市製作所がホンダの連結子会社化
(50.41%)となった。 
(6) 韓国での自動車委託生産は、東煕オート
に代表される。東煕オートは、2001 年部品サ
プライヤーである「東煕産業 」と起亜自動
車、韓国パワートレーンが共同出資して設立
された自動車組立受託メーカーである。 
起亜自動車は 90 年代末に経営破綻に陥った
が、1998 年に現代グループに買収された。買
収直後は短期間で起亜自動車の経営再生を
図るべく、商品企画、製品開発、設計品質、
部品購買、マーケティングまで統合的に行わ
れていたが、出資率緩和と 98 年頃の起亜の
不振を機に、商品企画（コンセプト）、マー
ケティング、デザインなどは現代と起亜のそ
れぞれで一定程度独自に行われるようにな
った。現在においては現代自動車グループと
して、製品開発、設計品質、部品購買が、現
代自動車主導で統合的に行われている。現代
グループは、近年品質経営に注力しているが、
特に南陽研究所で行われる製品設計の段階
からパイロット生産の過程で品質の作り込
みを行っている。同社はこれを「設計品質」
と称し、現代自動車、起亜自動車が統合的に
取り組んでいる。日本式を学習・変容しなが
ら、middle hostage 設定の下で、低付加価値
品の外注生産、賃金格差利用という消極的な
段階の役割を果たしていると考えられる。但
し、エコカー投入を機に東煕オートでの軽自
動車の委託生産は戦略的に再定義される可
能性も潜んでいる 
(7)台湾にも委託生産企業が存在し、代表的
な自動車メーカーとして裕隆汽車をあげる
ことができる。 
同社は自主開発車や自主ブランド車にこだ
わり，OEM メーカーから ODM、OBM メーカーへ
と進化を遂げてきた。同社は 1953 年に初代
社長の厳慶齢 によって設立された。台湾自
動車業界にあって同社は自動車業界の先鋒
であり，長い歴史を有するだけでなく，早く
から日産自動車と技術提携し，積極的に日本
の自動車生産システムを取り入れてきた。日



産自動車との技術提携は 57 年にはじまる。
同社への技術供与として主体的役割を果た
したのが，当時，日産自動車の受託メーカー
として知られていた愛知機械工業であった。
愛知機械工業を介しての日産自動車からの
技術供与をつうじて裕隆汽車は，59年 3月に
はトラックのノックダウン(Knock Down)生産，
また 60 年 3 月には乗用車の生産をおこなっ
た。1980 年代から自主開発車の開発に向けた
準備がおこなわれ、順次、自主開発車に向け
た組織能力の構築・蓄積がおこなわれ、2009
年に同社は2車種の自主開発車を市場投入す
ることに成功した。 
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